
資料３

（仮称）福祉のまちづくり条例骨子（案）R3.3.11

１ 目的

地域共生の福祉のまちづくりの推進に関し基本理念を定め，市民，関係団体，事業者の役

割，市の責務を明らかにするとともに，施策の基本となる事項を定めることにより，その施

策を総合的に推進し，福祉的な支援又は配慮が必要な市民並びにそうでない市民が，経済活

動，市民活動，趣味の活動などの様々な活動を通じて世代や分野を超えてつながることで，

誰もが，住み慣れた地域で，自分らしく生きがいを持ち，安心で充実した幸せな人生を享受

できる社会の実現に寄与することを目的とします。

２ 定義

（１）地域共生の福祉のまちづくり

福祉的な支援や配慮における「受ける側」，「支える側」に分かれるのではなく，必要

に応じて適切な福祉的な支援又は配慮を受けながら，誰もが自らのできうることで社会

経済活動や市民活動に参画し，社会の担い手として地域をともに創り，支えるとともに，

生きがいを持って生活できる社会を目指すことをいう。

（２）福祉的な支援が必要な市民

高齢者，若年性認知症患者，難病等の難治性の疾病者，子ども及び子育て世帯，障が

い者，生活困窮者，虐待及びＤＶ被害者，性的マイノリティ（ＬＧＢＴ）・外国人・矯正

施設の出所者等であることにより社会参画に支障がある者，社会的少数者，社会的孤立

者，その他日常生活を送る上で何らかの支援又は配慮を必要とする全ての市民をいう。

（３）合理的配慮

福祉的な支援が必要な市民が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由

を享有し，又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって，

特定の場合において必要とされるものであり，かつ，均衡を失した又は過度の負担を課

さないものをいう。

（４）市民

市内に住所を有する者，市内に居住する者，市内に通勤し，又は通学する者をいう。

（５）関係機関

福祉的な支援又は配慮の実施及び推進に関わりのある公的機関をいう。

（６）関係団体

市内で社会福祉を目的とした事業を営む個人又は法人その他の団体をいう。

（７）事業者

市内で事業を営む個人又は法人その他の団体（関係団体を除く。）をいう。

３ 基本理念

旭川市が目指す地域共生の福祉のまちづくりの基本理念は次のとおりとする。

（１）誰もが個性や多様性が尊重され，快適に暮らせるまちづくり

福祉的な支援が必要な市民が，個性や多様性を認められ，個々の状況に合った適切な



支援と合理的配慮を受けることで，福祉的な支援が必要な市民も，そうでない市民も，

それぞれが望む形で快適に暮らせる社会を目指します。

（２）誰もが経済活動・市民活動・趣味の活動等への参画を通じて輝けるまちづくり

福祉的な支援が必要な市民も，そうでない市民も，社会の中で就労や消費などの経済

活動，地域活動やボランティア活動等の市民活動，文化芸術活動やスポーツ活動等の趣

味の活動などの様々な活動を通じて，活躍の機会を得ることができる社会を目指します。

（３）誰もが心身の健康保持を図れるまちづくり

福祉的な支援が必要な市民も，そうでない市民も，個々の状況に合った健康増進及び

予防を含めた福祉のサービスを享受し，健康保持に努めることができる社会を目指しま

す。

（４）地域が抱える課題を地域の支え合いにより解決できるまちづくり

住民相互の支え合い機能を強化し，地域で活動する関係団体及び事業者が，単独で又

は他の関係団体及び事業者との連携により，市及び関係機関との役割分担のもと，福祉

的な支援が必要な市民が抱える課題を地域が主体となって解決できる社会を目指します。

４ 各担い手の役割

（１）市民の役割

市民は，この条例に定める基本理念にのっとり，地域共生の福祉のまちづくりに関す

る理解を深めるとともに，次に定める役割を果たすよう努めるものとします。

ア 市民は，市，関係機関及び関係団体が推進する地域共生の福祉のまちづくりの推進

に関する施策に協力するよう努めるものとします。

イ 市民は，自分自身及び家族の心身の健康の保持に努めるものとします。

ウ 市民は，自らの心身の健康状況等に応じ，経済活動，地域活動，趣味の活動等の自

らのできうる活動に参画し，地域社会の活性化と地域福祉の推進に努めるものとしま

す。

エ 市民は，福祉的な支援が必要な市民に対し，自らができうる支援又は配慮を行うよ

う努めるものとします。

（２）関係団体の役割

関係団体は，この条例に定める基本理念にのっとり，地域共生の福祉のまちづくりの

推進に主体的に取り組むとともに，次に定める役割を果たすよう努めるものとします。

ア 関係団体は，相互に連携を図りながら，関係機関と情報共有し，福祉的な支援が必

要な市民が，自らが望む経済活動，市民活動，趣味の活動等に参画できるようになる

ことを目指し，支援又は配慮を行うよう努めるものとします。

イ 関係団体は，自団体の活動を通じて，福祉的な支援が必要な市民を発見した場合は，

関係機関に情報提供するよう努めるものとします。

ウ 関係団体は，自団体の活動に参画する市民の心身の健康保持と生きがいづくりに努

めるものとします。

（３）事業者の役割



事業者は，この条例に定める基本理念にのっとり，地域共生の福祉のまちづくりに関

する理解を深めるとともに，次に定める役割を果たすよう努めるものとします。

ア 事業者は，労働者の個性や多様性を尊重し，心身の健康保持を図るための職場環境

づくりに努めるものとします。

イ 事業者は，福祉的な支援が必要な市民の雇用を促進するよう努めるものとします。

ウ 事業者は，自らが提供する商品及びサービス又は管理する施設・設備において，福

祉的な支援が必要な市民に対し合理的配慮を行うよう努めるものとします。

エ 事業者は企業活動を通じて，福祉的な支援が必要な状況にある市民を発見した場合，

関係機関に情報提供するよう努めるものとします。

（４）市の役割

市は，この条例に定める基本理念にのっとり，地域共生の福祉のまちづくりに関する

理解を広め，誰もが，生きがいを持ち，安心で充実した幸せな人生を享受できる環境づ

くりを推進するため必要な次の施策を講じるものとします。（※３）

ア 市は，市民，関係団体，事業者に対し，地域共生の福祉のまちづくりについて理解

を深めるための学習機会の提供及び周知啓発のための施策に取り組むものとします。

（※１）

イ 市は，福祉的な支援が必要な市民に対して合理的配慮を行うとともに，市民，関係

団体，事業者等に対し，合理的配慮の提供を定着させるための施策に取り組むものと

します。（※２）

ウ 市は，市民の個性や多様性を尊重し，福祉的な支援が必要な市民であることを理由

とする不当な差別的取扱いを受けることのない環境づくりのための施策に取り組むも

のとします。（※２）

エ 市は，誰もが経済活動，市民活動，趣味の活動など様々な活動を通じて生きがいを

持ち，そうした活動を通じて地域社会の活性化と地域福祉の推進に寄与できるように

なるための施策に取り組むものとします。（※３）

オ 市は，福祉的な支援が必要な市民及びその家族並びに関係団体に対して，必要な情

報が行き届くよう情報発信するための施策に取り組むものとします。（※４）

カ 市は，福祉的な支援が必要な市民に対する福祉，保健，医療，教育，就労，まちづ

くりその他の制度の枠を超えた包括的な相談支援体制を整備するための施策に取り組

むものとします。（※４）

キ 市は，関係機関，関係団体，事業者との協力連携を行うとともに情報共有を図りな

がら，福祉的な支援が必要な市民を地域の中で把握し，個々の状況に合った支援に結

びつけるための施策に取り組むものとします。（※４，７）

ク 市は，市民の心身の健康保持を図るため，市民一人一人の状態に合った心身の健康

増進，介護予防，認知症予防等の健康な生活を維持するための施策に取り組むものと

します。（※５）

ケ 市は，福祉的な支援が必要な市民も，そうでない市民も，地域共生の福祉のまちづ

くりの実現に向けて，自らのできうる活動に参画することを促進するための施策に取



り組むものとします。（※６）

コ 市は，関係団体及び事業者における福祉的な支援又は配慮に関わる者に対する教育，

人材育成，人材確保を促進するための施策に取り組むものとします。（※８）

（注）市の役割は「（仮称）福祉のまちづくり条例 構成案」の“４ 基本的取組”の内

容を踏まえて作成しており，文末の※の数字は，“４ 基本的取組”の対応する項目を

示しています。

５ 評価検証

市はこの条例を踏まえた地域共生の福祉のまちづくりの推進状況について評価検証し，そ

の結果を公表するものとします。


